
業務調査表１

その価格により入札した理由書

業 務 名

業 者 名

住 所

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみや
かに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1) その価格により入札した理由を、過去において受注・履行した同種又は類似の業務、再委託業務の内容と
履行体制、再委託予定会社との協力体制等の面から記載すること。

(2) 当該業務の適切な実施及び成果品の品質の確保に関する業務執行方針について記載すること。

【各様式共通】

【記載要領】その価格により入札した理由（業務調査表１）

(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算
して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類
を提出しなければならない。

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に
従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

令和○年度　　　　　　　　　　　　業務

○○株式会社

○○市

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必
要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記す
るものとする。）



業務調査表２－１

業務名称 業務名称

発注者 発注者

うち自社実
施金額(B)

うち再委託
予定金額

(C)
積算額(D)

うち自社実
施金額(F)

うち再委託
実績金額

(G)
積算額(H)

直接業務費 道路構造物 道路設計 道路詳細設
計(A)

一次内訳書－１ 直接業務費 道路構造物 道路設計 道路詳細設
計(A)

一次内訳書－１

設計 設計

打合せ 打合せ協議 打合せ 打合せ協議

直接経費 旅費交通費 直接経費 旅費交通費

電子成果物 電子成果物

間接業務費 技術経費 間接業務費 技術経費

諸経費 諸経費に係る内訳
書

諸経費 諸経費に係る内
訳書

【記載要領】入札価格の内訳書（業務調査表２－１、２－２）

(6)諸経費にあっては専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費、業務実績の登録等に要する費用、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付
金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、法人税、地方税、株主配当金、内部留保金、支払利息及び割引料及び支払保証料などを、それぞれ適切に計上すること。

(1)入札時参考図書（金抜き設計書）等に対応する内訳書とする。また、各項目、工種、種別、細別等の区分別の費用内訳が分かるものとすること。
(2)発注者積算額欄には、何も記載しないこと。
(3)内訳書には、再委託を予定している全ての項目に係る金額及び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。
(4)計上する費用については、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものであること。
(5)業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「割引」等の名目による金額計上は行わないこと。

【各様式共通】
(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提出しなければならな
い。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記するものとする。）

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

再委託予定金額の
比率○○％

備考

再委託実績金額
の比率○○％

合計

備考

合計

入札価格の内訳書

（道路詳細設計業務の場合の標準記載例）

入札時 業務完了時（実績）

項目 工種 種別 細別
業務実施金
額(E=F+G)

項目 工種 種別 細別
業務実施金
額(A=B+C)



業務調査表２－２

発注者 発注者

積算額 積算額

直接業務
費

設計計画及び施工計画 (km)式 直接業務
費

設計計画及び施工計画 (km)式

現地踏査 (km)式 現地踏査 (km)式

平面縦断設計 (km)式 平面縦断設計 (km)式

横断設計 (km)式 横断設計 (km)式

道路付帯構造物・小構造物
設計

(km)式 道路付帯構造物・小構造物
設計

(km)式

仮設構造物・用排水設計 (km)式 仮設構造物・用排水設計 (km)式

設計図 (km)式 設計図 (km)式

数量計算 (km)式 数量計算 (km)式

照査 (km)式 照査 (km)式

項目 種別 細別 業務実施金額 備考 項目 種別 細別 業務実施金額 備考

間接業務
費

間接業務費 業務管理費 間接業務
費

間接業務費 業務管理費

一般管理費等 一般管理費 一般管理費等 一般管理費

付加利益 付加利益

【記載要領】入札価格の内訳書（業務調査表２－１、２－２）

(6)諸経費にあっては専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費、業務実績の登録等に要する費用、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広
告宣伝費、交際費、寄付金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、法人税、地方税、株主配当金、内部留保金、支払利息及び割引料及び支払保証料などを、それぞれ適切に計上すること。

(4)計上する費用については、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものであること。
(5)業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「割引」等の名目による金額計上は行わないこと。

【各様式共通】
(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書
類を提出しなければならない。

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記
するものとする。）
(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1)入札時参考図書（金抜き設計書等）に対応する内訳書とする。また、各項目、工種、種別、細別等の区分別の費用内訳が分かるものとすること。
(2)発注者積算額欄には、何も記載しないこと。
(3)内訳書には、再委託を予定している全ての項目に係る金額及び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。

入札時 業務完了時（実績）

入札価格の内訳書の明細書
（道路詳細設計業務の場合の標準記載例）

入札時 業務完了時（実績）

（諸経費に係る内訳書の様式）

小計

一次内訳書－１　道路詳細設計１ｋｍあたりの費用内訳

項目 名称・規格 単位 数量
業務

実施金額
備考

諸経費の内訳

工種

諸経費諸経費

小計 小計

（諸経費に係る内訳書の様式）

（一次内訳書の様式）

一次内訳書－１　道路詳細設計１ｋｍあたりの費用内訳

項目 名称・規格 単位 数量
業務

実施金額
備考

小計

諸経費の内訳

工種



業務調査表２－１

業務名称 業務名称

発注者 発注者

うち自社実
施金額(B)

うち再委託
予定金額

(C)
積算額(D)

うち自社実
施金額(F)

うち再委託
実績金額

(G)
積算額(H)

直接人件費 一次内訳書―１ 直接人件費 一次内訳書―１

諸経費 直接経費 諸経費に係る内
訳書

諸経費 直接経費 諸経費に係る内
訳書

間接経費 間接経費

旅費交通 旅費交通

技術料等経費 技術料等経費

特別経費 模型作成 特別経費 模型作成

模型写真 模型写真

【記載要領】入札価格の内訳書（業務調査表２－１、２－２）

(6)諸経費にあっては専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費、業務実績の登録等に要する費用、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付
金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、法人税、地方税、株主配当金、内部留保金、支払利息及び割引料及び支払保証料などを、それぞれ適切に計上すること。

入札価格の内訳書

（建築関係業務の場合の標準記載例）

入札時 業務完了時（実績）

備考項目 工種 種別 細別
業務実施金
額(A=B+C)

備考 項目 工種 種別 細別
業務実施金
額(E=F+G)

(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提出しなければならな
い。

合計 再委託予定金額の
比率○○％

合計 再委託実績金額の
比率○○％

【各様式共通】

(4)計上する費用については、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものであること。
(5)業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「割引」等の名目による金額計上は行わないこと。

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記するものとする。）

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1)入札時参考図書（金抜き設計書）等に対応する内訳書とする。また、各項目、工種、種別、細別等の区分別の費用内訳が分かるものとすること。
(2)発注者積算額欄には、何も記載しないこと。
(3)内訳書には、再委託を予定している全ての項目に係る金額及び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。



業務調査表２－２

発注者 発注者

積算額 積算額

直接人件費 建築意匠実施設計業務 人・日数 直接人件費 建築意匠実施設計業務 人・日数

建築構造実施設計業務 人・日数 建築構造実施設計業務 人・日数

建築設備実施設計業務 人・日数 建築設備実施設計業務 人・日数

建築積算業務 人・日数 建築積算業務 人・日数

設備積算業務 人・日数 設備積算業務 人・日数

項目 種別 細別 業務実施金額 備考 項目 種別 細別 業務実施金額 備考

諸経費 直接経費 諸経費 諸経費 直接経費
間接経費 一般管理費 間接経費 一般管理費

付加利益 付加利益
その他経費 その他経費

【記載要領】入札価格の内訳書（業務調査表２－１、２－２）

(6)諸経費にあっては専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費、業務実績の登録等に要する費用、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光
熱費、広告宣伝費、交際費、寄付金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、法人税、地方税、株主配当金、内部留保金、支払利息及び割引料及び支払保証料などを、それぞれ適切に計上すること。

入札価格の内訳書の明細書
（建築関係業務の場合の標準記載例）

（一次内訳書の様式）

入札時 業務完了時（実績）

一次内訳書―１　直接人件費の内訳 一次内訳書―１　直接人件費の内訳

項目 名称・規格 単位 数量
業務

実施金額
備考 項目 名称・規格

小計 小計

（諸経費に係る内訳書の様式） （諸経費に係る内訳書の様式）

単位 数量
業務

実施金額
備考

入札時 業務完了時（実績）

諸経費の内訳 諸経費の内訳

工種 工種

諸経費

【各様式共通】
(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式
の添付書類を提出しなければならない。

小計 小計

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上
部に明記するものとする。）
(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1)入札時参考図書（金抜き設計書等）に対応する内訳書とする。また、各項目、工種、種別、細別等の区分別の費用内訳が分かるものとすること。
(2)発注者積算額欄には、何も記載しないこと。
(3)内訳書には、再委託を予定している全ての項目に係る金額及び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。
(4)計上する費用については、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものであること。
(5)業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「割引」等の名目による金額計上は行わないこと。



業務調査表２－１

業務名称 業務名称

発注者 発注者

うち自社
実施金額

(B)

うち再委
託予定金
額(C)

積算額(D)
うち自社
実施金額

(F)

うち再委
託実績金
額(G)

積算額(H)

直接測量費 基準点測量 ４級基準点測量 直接測量費 基準点測量 ４級基準点測量

地形測量 平板測量 地形測量 平板測量

応用測量 河川測量 一次内訳書－１ 応用測量 河川測量 一次内訳書－１

打合せ 打合せ協議 打合せ 打合せ協議

直接経費 成果品 直接経費 成果品

測量調査費 測量調査費

諸経費 諸経費に係る内
訳書

諸経費 諸経費に係る内
訳書

【記載要領】入札価格の内訳書（業務調査表２－１、２－２）

(6)諸経費にあっては専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費、業務実績の登録等に要する費用、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付金、地代
家賃、減価償却費、租税公課、保険料、法人税、地方税、株主配当金、内部留保金、支払利息及び割引料及び支払保証料などを、それぞれ適切に計上すること。

入札価格の内訳書
（測量業務の場合の標準記載例）

入札時 業務完了時（実績）

備考項目 工種 種別 細別
業務実施

金額
(A=B+C)

備考 項目 工種 種別 細別
業務実施

金額
(E=F+G)

再委託実績金額
の比率○○％

合計 再委託予定金額
の比率○○％

合計

(2)発注者積算額欄には、何も記載しないこと。
(3)内訳書には、再委託を予定している全ての項目に係る金額及び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。
(4)計上する費用については、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものであること。
(5)業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「割引」等の名目による金額計上は行わないこと。

【各様式共通】
(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提出しなければならない。

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記するものとする。）

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1)入札時参考図書（金抜き設計書）等に対応する内訳書とする。また、各項目、工種、種別、細別等の区分別の費用内訳が分かるものとすること。



業務調査表２－２

発注者 発注者

積算額 積算額

測量作業
費

現地踏査 (km)式 測量作業
費

現地踏査 (km)式

中心線測量 (km)式 中心線測量 (km)式

縦断測量 (km)式 縦断測量 (km)式

横断測量 (km)式 横断測量 (km)式

項目 種別 細別 業務実施金額 備考 項目 種別 細別 業務実施金額 備考

諸経費 間接測量費 諸経費 諸経費 間接測量費

一般管理費等 一般管理費 一般管理費等 一般管理費

付加利益 付加利益

【記載要領】入札価格の内訳書（業務調査表２－１、２－２）

(6)諸経費にあっては専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費、業務実績の登録等に要する費用、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広
告宣伝費、交際費、寄付金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、法人税、地方税、株主配当金、内部留保金、支払利息及び割引料及び支払保証料などを、それぞれ適切に計上すること。

入札価格の内訳書の明細書
（測量業務の場合の標準記載例）

（一次内訳書の様式）

入札時 業務完了時（実績）

一次内訳書―１　河川測量１ｋｍあたりの内訳 一次内訳書―１　河川測量１ｋｍあたりの内訳

項目 名称・規格 単位 数量
業務

実施金額
備考 備考項目 名称・規格 単位 数量

業務
実施金額

小計 小計

（諸経費に係る内訳書の様式） （諸経費に係る内訳書の様式）

入札時 業務完了時（実績）

諸経費の内訳 諸経費の内訳

工種 工種

諸経費

(5)業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「割引」等の名目による金額計上は行わないこと。

小計 小計

(2)発注者積算額欄には、何も記載しないこと。
(3)内訳書には、再委託を予定している全ての項目に係る金額及び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。
(4)計上する費用については、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものであること。

【各様式共通】
(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書
類を提出しなければならない。

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記
するものとする。）
(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1)入札時参考図書（金抜き設計書等）に対応する内訳書とする。また、各項目、工種、種別、細別等の区分別の費用内訳が分かるものとすること。



業務調査表２－１

業務名称 業務名称

発注者 発注者

うち自社
実施金額

(B)

うち再委
託予定金
額(C)

積算額(D)

うち自社
実施金額

(F)

うち再委
託実績金
額(G)

積算額(H)

直接調査費 機械ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 土質ﾎﾞｰﾘﾝ
ｸﾞ

一次内訳書－１ 直接調査費 機械ﾎﾞｰﾘﾝ
ｸﾞ

土質ﾎﾞｰﾘﾝ
ｸﾞ

一次内訳書－１

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ及び
原位置試験

標 準 貫 入
試験

ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ
及び原位置
試験

標準貫入試
験

孔 内 水 平
載荷試験

孔内水平載
荷試験

現 場 透 水
試験

現場透水試
験

土質試験 土 粒 子 の
密度試験

土質試験 土粒子の密
度試験

土 の 含 水
比試験

土の含水比
試験

直接経費 印 刷 製 本
費

直接経費 印刷製本費

間接調査費 運搬費 間接調査費 運搬費

準備費 準備費

仮設費 足場仮設 平坦足場 仮設費 足場仮設 平坦足場

安全費 安全費

解析等調査業務
費

資料整理とり
まとめ

解析等調査業務
費

資料整理と
りまとめ

断面図等の作
成

断面図等の
作成

打合せ 打 合 せ 協
議

打合せ 打合せ協議

諸経費 諸経費に係る内
訳書

諸経費 諸経費に係る内訳
書

【記載要領】入札価格の内訳書（業務調査表２－１、２－２）

(6)諸経費にあっては専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費、業務実績の登録等に要する費用、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付金、
地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、法人税、地方税、株主配当金、内部留保金、支払利息及び割引料及び支払保証料などを、それぞれ適切に計上すること。

入札価格の内訳書

（地質土質調査業務の場合の標準記載例）

入札時 業務完了時（実績）

備考項目 工種 種別 細別
業務実施

金額
(A=B+C)

備考 項目 工種 種別 細別
業務実施

金額
(E=F+G)

再委託実績金額の
比率○○％

合計 再委託予定金額
の比率○○％

合計

(2)発注者積算額欄には、何も記載しないこと。
(3)内訳書には、再委託を予定している全ての項目に係る金額及び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。
(4)計上する費用については、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものであること。
(5)業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「割引」等の名目による金額計上は行わないこと。

【各様式共通】
(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提出しなければならな
い。

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記するものとする。）

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1)入札時参考図書（金抜き設計書）等に対応する内訳書とする。また、各項目、工種、種別、細別等の区分別の費用内訳が分かるものとすること。



業務調査表２－２

発注者 発注者

積算額 積算額

直 接 調 査
費

土質ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ　粘性土・ｼﾙﾄ （ｍ）式 直 接 調 査
費

土質ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ　粘性土・ｼﾙﾄ （ｍ）式

土質ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ　砂・砂質土 （ｍ）式 土質ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ　砂・砂質土 （ｍ）式

項目 種別 細別 業務実施金額 備考 項目 種別 細別 業務実施金額 備考

諸経費 業務管理費 業務管理費 諸経費 諸経費 業務管理費 業務管理費

一般管理費等 一般管理費 一般管理費等 一般管理費

付加利益 付加利益

【記載要領】入札価格の内訳書（業務調査表２－１、２－２）

(6)諸経費にあっては専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費、業務実績の登録等に要する費用、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝
費、交際費、寄付金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、法人税、地方税、株主配当金、内部留保金、支払利息及び割引料及び支払保証料などを、それぞれ適切に計上すること。

入札価格の内訳書の明細書
（地質土質調査業務の場合の標準記載例）

（一次内訳書の様式）

入札時 業務完了時（実績）

一次内訳書―１　土質ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ１ｍあたりの費用内訳 一次内訳書―１　土質ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ１ｍあたりの費用内訳

項目 名称・規格 単位 数量
業務

実施金額
業務

実施金額
備考備考 項目 名称・規格 単位 数量

小計 小計

（諸経費に係る内訳書の様式） （諸経費に係る内訳書の様式）

入札時 業務完了時（実績）

諸経費の内訳 諸経費の内訳

工種 工種

諸経費

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記するも
のとする。）

小計
【各様式共通】
(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提
出しなければならない。

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

小計

(4)計上する費用については、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものであること。
(5)業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「割引」等の名目による金額計上は行わないこと。

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1)入札時参考図書（金抜き設計書等）に対応する内訳書とする。また、各項目、工種、種別、細別等の区分別の費用内訳が分かるものとすること。
(2)発注者積算額欄には、何も記載しないこと。
(3)内訳書には、再委託を予定している全ての項目に係る金額及び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。



業務調査表２－１

業務名称 業務名称

発注者 発注者

うち自社実
施金額(B)

うち再委託
予定金額

(C)
積算額(D)

うち自社実
施金額(F)

うち再委託
実績金額

(G)
積算額(H)

直接原価 直接人件費 家屋事前調査 一次内訳書－１ 直接原価 直接人件費 家屋事前調査 一次内訳書－１

事前打合せ 事前打合せ

直接経費 印刷製本費 直接経費 印刷製本費

旅費交通費 旅費交通費

その他原価 間接原価 その他原価 間接原価

その他 その他

一般管理費等 一般管理費等 一般管理費等 一般管理費等 諸経費に係る内訳
書

【記載要領】入札価格の内訳書（業務調査表２－１、２－２）

(6)諸経費にあっては専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費、業務実績の登録等に要する費用、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付金、地代家賃、減
価償却費、租税公課、保険料、法人税、地方税、株主配当金、内部留保金、支払利息及び割引料及び支払保証料などを、それぞれ適切に計上すること。

入札価格の内訳書
（補償関係コンサルタント業務の場合の標準記載例）

入札時 業務完了時（実績）

備考項目 工種 種別 細別
業務実施金
額(A=B+C)

備考 項目 工種 種別 細別
業務実施金
額(E=F+G)

再委託実績金額の
比率○○％

合計 再委託予定金額の
比率○○％

合計

(2)発注者積算額欄には、何も記載しないこと。
(3)内訳書には、再委託を予定している全ての項目に係る金額及び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。
(4)計上する費用については、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものであること。
(5)業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「割引」等の名目による金額計上は行わないこと。

【各様式共通】
(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提出しなければならない。

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記するものとする。）

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1)入札時参考図書（金抜き設計書）等に対応する内訳書とする。また、各項目、工種、種別、細別等の区分別の費用内訳が分かるものとすること。



業務調査表２－２

発注者 発注者

積算額 積算額

直接原価 家屋事前調査　木造建物Ａ （戸）式 直接原価 家屋事前調査　木造建物Ａ （戸）式

家屋事前調査　非木造Ｂ （戸）式 家屋事前調査　非木造Ｂ （戸）式

項目 種別 細別 業務実施金額 備考 項目 種別 細別 業務実施金額 備考

一般管理
費等

一般管理費等 一般管理費 一般管理
費等

一般管理費等 一般管理費

付加利益 付加利益

【記載要領】入札価格の内訳書（業務調査表２－１、２－２）

(6)諸経費にあっては専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費、業務実績の登録等に要する費用、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝
費、交際費、寄付金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、法人税、地方税、株主配当金、内部留保金、支払利息及び割引料及び支払保証料などを、それぞれ適切に計上すること。

入札価格の内訳書の明細書
（補償関係コンサルタント業務の場合の標準記載例）

（一次内訳書の様式）

入札時 業務完了時（実績）

一次内訳書―１　家屋事前調査１戸あたりの費用内訳 一次内訳書―１　家屋事前調査１戸あたりの費用内訳

項目 名称・規格 単位 数量
業務

実施金額
備考 備考

小計 小計

項目 名称・規格 単位 数量
業務

実施金額

（諸経費に係る内訳書の様式） （諸経費に係る内訳書の様式）

入札時 業務完了時（実績）

諸経費の内訳 諸経費の内訳

工種 工種

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記するも
のとする。）

小計 小計
【各様式共通】
(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提
出しなければならない。

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(4)計上する費用については、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものであること。
(5)業務の実施に必要な費用との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「割引」等の名目による金額計上は行わないこと。

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1)入札時参考図書（金抜き設計書等）に対応する内訳書とする。また、各項目、工種、種別、細別等の区分別の費用内訳が分かるものとすること。
(2)発注者積算額欄には、何も記載しないこと。
(3)内訳書には、再委託を予定している全ての項目に係る金額及び自社で実施する予定の金額との区分を明らかにすること。



業務調査表３－１

【記載要領】当該契約の履行体制（業務調査表３－１、３－２）

(2)業務に係る実施体制において、「技術者の区分」は契約対象業務の業種区分に応じて適宜設定すること。

(3)配置を予定する技術者のうち、現場作業における技術上の責任者として現場責任者を定め備考欄に現場責任者と明記すること。

（添付資料）記載したすべての再委託予定会社について、「見積依頼書（業務条件、支払条件等明確なもの）」及び「見積書（技術者単価・人役、資材単価・数量の確認が可能なもの）」の写しを
添付すること。

【各様式共通】

(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様
式及び各様式の添付書類を提出しなければならない。
(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでな
い。
(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を
各資料の右上部に明記するものとする。）

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

業務完了時（実績）の履行体制

（１）履行のための体制図（全体像）

当該契約の履行体制

（１）履行のための体制図（全体像）

(1)体制図は、自社実施予定の全ての項目と再委託を予定している全ての項目について、自社予定はその体制を、再委託予定は再委託の相手先ごとに、相手方名及び再委託を行う業務の内容、再委
託の予定金額及び再委託を行う理由を記載すること。

○○技術者 

・担当する役割
の内容 

○○技術者 

・担当する役割

の内容 

○○技術者 

・担当する役割

の内容 

○○技術者 

・担当する役割

の内容 

担当者 

・担当する役割

の内容 

担当者 

・担当する役割

の内容 

担当者 

・担当する役割

の内容 

再委託の相手方① 

・  再委託に係る業務の内容、再委託の予定金額、 

再委託を行う理由 

再委託の相手方② 

・  再委託に係る業務の内容、再委託の予定金額、 

再委託を行う理由 

○○技術者 

・担当する役割
の内容 

○○技術者 

・担当する役割

の内容 

○○技術者 

・担当する役割

の内容 

○○技術者 

・担当する役割

の内容 

担当者 

・担当する役割

の内容 

担当者 

・担当する役割

の内容 

担当者 

・担当する役割

の内容 

再委託の相手方① 

・  再委託に係る業務の内容、再委託の金額、 

再委託の理由 

再委託の相手方② 

・  再委託に係る業務の内容、再委託の金額、 

再委託の理由 



業務調査表３－２

技術者 技術者

の区分 の区分

第三者照査 第三者照査

技術者 技術者

【記載要領】当該契約の履行体制（業務調査表３－１、３－２）

(1)体制図は、自社実施予定の全ての項目と再委託を予定している全ての項目について、自社予定はその体制を、再委託予定は再委託の相手先ごとに、相手方名及び再委託を行う業務の内容、再委託
の予定金額及び再委託を行う理由を記載すること。
(2)業務に係る実施体制において、「技術者の区分」は契約対象業務の業種区分に応じて適宜設定すること。

(3)配置を予定する技術者のうち、現場作業における技術上の責任者として現場責任者を定め備考欄に現場責任者と明記すること。

（添付資料）記載したすべての再委託予定会社について、「見積依頼書（業務条件、支払条件等明確なもの）」及び「見積書（技術者単価・人役、資材単価・数量の確認が可能なもの）」の写しを添
付すること。

【各様式共通】

(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式
及び各様式の添付書類を提出しなければならない。
(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでな
い。
(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各
資料の右上部に明記するものとする。）

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

照査技術者

担当技術者

管理技術者

氏名 役職・部署 担当した役割 備考

業務完了時（実績）

担当技術者

照査技術者

（２）業務に係る実施体制

氏名 役職・部署 担当する役割 備考

入札時

管理技術者



業務調査表４

業務名 発注機関 履行期間 契約金額 備考

【記載要領】手持の調査・設計等業務委託の状況（業務調査表４）

手持ち建設関連業務の状況

　（　　　　技術者）（氏名：　　　　　）

【各様式共通】

(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類
を提出しなければならない。
(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記す
るものとする。）

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1)配置を予定する技術者（管理技術者、主任技術者、照査技術者、担当技術者）ごとに、手持ちの調査・設計等業務委託のすべてについて記載すること。なお、備考欄に手持ち業務における主任技術者、管理技術者、照
査技術者、担当技術者等を明記する。

（添付資料） 該当業務のＴＥＣＲＩＳ「業務カルテ」を添付すること。

(2)業務実績情報サービス（ＴＥＣＲＩＳ）へ登録を行っている業務については、備考欄に登録番号を記載すること。



業務調査表５

免許番号 免許番号

交付番号 交付番号

管理技術者

専任

管理技術者

専任

担当技術者 担当技術者

照査技術者 照査技術者

【記載要領】配置予定技術者名簿（業務調査表５）

（添付資料）

・建築関係の建設コンサルタント業務についての協力会社の技術者を配置する予定である場合は、当該技術者が当該協力会社の社員であり、契約対象業務の公告日後に入社した者でないことを証明する健康保険証等の写しを添付するこ

技術者の区分 氏　名 資　格 取得年月日 備考技術者の区分

・本様式に記載した技術者が自社で雇用した社員が分かる資料を添付すること。
・記載した資格を証明する書面の写しを添付すること。

【各様式共通】

氏　名 資　格 取得年月日 備考

配置予定技術者名簿

入札時 業務完了時（実績）

(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提出しなけれ
ばならない。

(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記するものとす

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

(1)配置を予定する全ての技術者について記載すること。なお、入札参加資格として必要な資格についても記載すること。
(2)「技術者の区分」は、契約対象業務の業種区分に応じて適宜設定すること。
(3)配置を予定する技術者のうち、現場作業における技術上の責任者として現場責任者を定め備考欄に現場責任者と明記すること。
(4)専任の配置技術者は備考欄に「専任」と記載すること。



業務調査表６－１

規格・形式・ 規格・形式・

能力・年式 能力・年式

【記載要領】手持ち機械等の状況（業務調査表６－１、６－２）※本様式は、契約対象業務が測量業務又は地質調査業務である場合に作成すること。

＜機械を保有している場合＞

(2)本様式は、契約対象業務で使用する予定の手持ち機械について記載すること。
(3)再委託の相手方が保有する機械を使用することを予定する場合は、備考欄にその旨を記載すること。

(1)対象業務が測量業務または地質調査業務である場合に作成すること。

(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添
付書類を提出しなければならない。
(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。
(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に
明記するものとする。）

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

数量 メーカー名
専属的使用実

績日数
備考

【各様式共通】

手持ち機械等の状況
（測量業務及び地質調査業務の場合に作成する）

備考

＜自社又は再委託予定先が機械を保有している場合＞

工種
・種別

機械名称 単位 数量 メーカー名
専属的使用予

定日数

入札時 業務完了時(実績）

工種
・種別

機械名称 単位



業務調査表６－２

入札者との関係 入札者との関係
(取引年数) (取引年数)

【記載要領】手持ち機械等の状況（業務調査表６－１、６－２）※本様式は、契約対象業務が測量業務又は地質調査業務である場合に作成すること。

(3)再委託の相手方がリースを受けて機械を使用することを予定する場合は、備考欄にその旨記載すること。
(4)「リース元名」の「入札者との関係」欄には、入札者又は再委託先の相手方と機械リース予定業者との関係を記載すること。
（例）協力会社、同族会社、資本提携会社等。（取引年数を括弧書きで記載）

(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提出しなければ
ならない。
(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記するものとする。）

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

＜機械をリースする場合＞

(2)本様式は、契約対象業務で使用する予定の機械及び当該機械のリースを受けようとする予定業者について作成すること。
(1)対象業務が測量業務または地質調査業務である場合に作成すること。

【各様式共通】

入札時 業務完了時（実績）

工種・種別 機械名称
規格・形式・
能力・年式

単位 数量
リース元名

備考
業者名 所在地

＜自社又は再委託予定先が機械をリースする場合＞

工種・種別 機械名称
規格・形式・
能力・年式

単位 数量
リース元名

備考
業者名 所在地



業務調査表７

通し 業務成績
番号 評定点

【記載要領】過去において受注・履行した同種又は類似の業務の名称及び発注者（業務調査表７）

(1)過去５年度内に国及び地方公共団体等が発注した調査・設計等業務委託を対象に、受注・履行した同種又は類似の業務（対象業務と同じ業種区分に係るものに限る）すべて記載すること。（入札日時点
で履行中のものは除く）について、配置を予定する全ての技術者ごとに 新しい順に記載する。なお、業務成績評定点について、出来る限り記載すること。

(2)備考欄には、該当業務での「技術者の区分」を記載すること。また、低入札価格調査の対象となった業務は、「低入札」と記載する。
（添付資料） 該当業務の証明書類（ＴＥＣＲＩＳ「業務カルテ」等）を添付すること。

【各様式共通】
(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各
様式の添付書類を提出しなければならない。
(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示をした場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類である旨を各資料の
右上部に明記するものとする。）

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。

同種又は類似の受注・履行した業務実績

（　　　　技術者）（氏名：　　　　　）

業務名 発注者名 履行期間 契約金額 備考



（調査対象者）

住所

商号又は名称

代表者氏名

名簿の登載 有　・　無

業種登録

長野県建設工事等入札参加資格
者に係る入札参加停止措置要領
に基づく措置の有無

有　・　無

資本的関係 有　・　無

人的関係 有　・　無

過去5年度以内に調査対象
者との間の第三者照査の
依頼、受託状況

有　・　無

有　・　無

委託業務名

履行期間 　年　月　日～　年　月　日

発注者名

ﾃｸﾘｽ登録番号

当該業務における第三者
照査以外の業務の受託予
定

有　・　無

氏名

生年月日

免許・資格

雇入日

第三者照査等の内容

実施時期

注）過去5年度以内における同種業務の受注及び履行の実績は別表でも可

注）照査が複数の場合、担当分野が分かるように業務名に()書きで担当分野を記載する。

調査対象者と資本的関係
又は人的関係

業務調査表８

第三者照査選任予定者届出書

令和　　年　　月　　日

　　　発注機関の長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地又は住所

第三者
照査技
術者

第三者
照査計
画概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

発注業種に係る長野県建設工事
等入札参加資格者名簿の登載の
有無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　氏　名　　　　印

業務名

当社が入札の申込みを行った次の業務について、第三者照査を実施する予定者を届け出ます。

第三者
照査者

過去5年度以内における同
種業務の受注及び履行の

実績注）



業務調査表９

氏　名

生年月日

免許・資格

雇　入　日

注）照査が複数の場合、担当分野が分かるように業務名に()書きで担当分野を記入してください。

・記載した資格を証明する書面の写しを添付すること。

・当該技術者が当該会社の社員であり、契約対象業務の公告日後に入社した者でないことを証明する健康保険証等の
写しを添付すること。

第三者照査確約書

令和　　年　　月　　日

　　　発注機関の長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第三者照査）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地又は住所

当社の照査技術者は，下記業務の設計図書に記載された調査対象者の管理技術者と同等の免
許、資格等を有する次の第三者照査技術者が実施します。

第
三
者
照
査
技
術
者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　氏　名　　　　印

業　 務　 名　　　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○
調査対象者名　　　　○○○○○○○○○○○○

下記業務については、調査対象者が実施する照査とは別に当社が第三者として照査を実施し、
その結果を提出します。

照査に当たっては、関係法令、契約書等を遵守し、設計図書及び監督員等の指示に従い契約に
示された内容に適合した履行を行うことはもとより、業務内容の変更又は追加がある場合には誠
意を持ってこれに対応し、公共工事の執行に適う業務成果の品質確保に努めます。

記



業務調査表１０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（調査対象者）

最終学歴

経験年数

注)免許・資格を有する管理（主任（主任担当））技術者を配置する場合、実務経験の欄（最終学歴、経験年数）は記入しなくてもよい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　氏　名　　　　印

業　務　名　　　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○

管理（主任（主任担当））技術者の専任配置誓約書

令和　　年　　月　　日

　　　　　発注機関の長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地又は住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

当社は、下記の委託業務を受注するにあたり、下記の者を当該業務の専任の管理(主任（主任担当）)技
術者として配置し、他の業務に従事させないことを誓約いたします。

氏　　名

生年月日

雇　入　日

資格
要件

免許・資格

実務
経験
注）



業務調査表１１（黒字・赤字ともに記入、完了届提出時に提出）　赤字の理由（赤字の場合）　

最終実績額（E）（業務委託費計）←調査表２－１ 円
最終契約額（H）（業務委託費計）←調査表２－１ 円
落札率←調査表２－１（Ａ／Ｄ） %
最終実績率（E/H）←調査表２－１ %
合計額が、　E/H＞１．０　（赤字）の場合記入する

赤字の理由

【記載要領】赤字の理由（業務調査表１１）

(1)当該業務で赤字となった理由を、人件費、手持ち業務の状況、履行体制の状況、配置技術者の状況等の面から記載する。
(2)直接人件費、諸経費等の各費目別に、自社が入札した価格で履行可能な理由を具体的に記載するとともに、各理由ごとに、その根拠となるべき以下の様式の番号を付
記する（以下の様式によっては自社が入札した価格で履行可能な理由が計数的に証明されない場合は、本様式又は添付書類において計数的説明を行うものとする。）

【各様式共通】

(1)調査対象者又は受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（低入札価格調査通知日の翌日から起算して２日以内及び業務完了後（完了届提出時）までに記載
要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書類を提出しなければならない。
(2)提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう指示を
した場合は、この限りでない。

(3)各様式に記載した内容を証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、調査対象者又は受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、
任意の添付書類である旨を各資料の右上部に明記するものとする。）

(4)調査対象者又は受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データにより協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出する。


